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事業の沿革

株式会社吉野家ディー・アンド・シー（1988年株式会社吉野家から吉野家ディー・アン

ド・シーに名称変更、以下　吉野家）は1899年、大阪の吉野町出身の松田栄吉が東京都中

央区日本橋にあった魚河岸に開店した定食屋に始まる。当時、牛鍋が大人気であったが庶

民には高嶺の花で、一般家庭では牛肉の細切れを煮込んでご飯にかけて食べていた。松田

栄吉はこれを「牛丼」と名づけて販売した。吉野家を訪れる客は魚河岸に勤める人々で、

いわば食のプロであった。彼らは非常に忙しく、周辺にはあまり食事をする店が多くなか

ったため、気に入った店なら連日のように来店し、平均6分という猛スピードで食事を終

えていくのであった。牛丼で人気の出た吉野家の客も、そのほとんどは毎日、あるいは一

日おきに訪れる常連であった。店は15坪足らずのスペースであったにもかかわらず、毎日

約1000人程度の来客があり、そのほとんどは午前中の数時間に集中していた。

1923年の関東大震災で日本橋魚河岸の店を焼失したが、その後魚河岸が築地に移転した

のに伴って、1926年に築地に店を開く。それが現在も営業を続ける吉野家の第一号店にあ

たる。東京大空襲で店舗を再び焼失した後は、屋台での商売で乗り切った。（吉野家の沿革

は付属資料1に示されている。）
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飽きない味とスピード重視「うまい、早い」

創業者松田栄吉の息子の松田瑞穂（みずほ）が家業をついだ。もともと事業展開に熱心

であった瑞穂は、店が繁盛して水が足りなくなると裏に井戸を掘り、席が不足すると木戸

をはずして座席スペースを拡張し、事業の成長のためにあらゆる工夫を試みた。当時の年

商は2,800万円であった。早朝2時、3時には人が集まりだすという築地の特徴をとらえ、

1952年に24時間営業を開始、1958年には吉野屋を資本金100万円で株式会社化した。人気

商品の牛丼を飽きずに毎日食べてもらえるようにと商品の品質向上と調理接客の効率向上

に取り組んだ。その結果、15坪というスペースの制約を克服し、株式会社化から7年で年

商1億円を達成した。努力と工夫を重ねて年商1億円を達成すると、瑞穂は今後さらに吉野

家の事業を拡大して行くにはどうしたらよいか思いをめぐらした。1968年、当時話題とな

っていた米国のチェーンストアビジネスを視察して大いに感銘を受け、店舗数を増やすこ

とで事業を拡大して行くことを決断した。そして取扱商品を牛丼の単品のみとした吉野家

のチェーン化構想を実行に移した。

チェーン化への転換「早い」、「うまい」から「安い」、「早い」、「うまい」へ

瑞穂は、チェーン化を成功させるためには一般の人々にとって利用しやすい低価格を実

現しなければならないと考えた。そこで、当時あまり利用されていなかったショートプレ

ートとよばれるバラ肉の部位だけを米国から大量に買い付けることで、当時高級品であっ

た牛肉の低価格による調達を可能にした。牛肉買い付けのための子会社も米国に設立した。

米国のファーストフードやファミリーレストランチェーンの仕組みを採り入れて自社で牛

肉の品質管理と調達を行い、セントラル・キッチンシステムを導入して店舗間での味やコ

ストのばらつきを押さえたオペレーションを開発した。店舗の外装も、米国視察で印象に

残ったホテルチェーン「ハワードジョンソン」の、遠くからでもすぐそれとわかるデザイ

ンに習い、明るいオレンジで統一した。

こうしてチェーン化をすすめていく中で、それまでの商品コンセプト「うまい」「早い」

に「安い」が加わった。このコンセプトを追求していくにあたり、現場では様々な工夫が

行われた。すなわち、顧客の顔を覚えて注文される前にいつもの商品を用意する、客の好

みにあわせたつゆだく（煮汁多目）、ねぎだく（玉ねぎ多目）等のカスタマイズに対応する、

そのためにご飯にかける汁の量を調整しやすい穴あきおたまを開発する、あるいは早いス

ピードでサービスできるよう店舗内の機材備品の配置を工夫するといった具合に、あらゆ

る面からオペレーションが検証されていった。そして国内のチェーン化を開始して間もな

く、米国進出にも乗り出した。瑞穂は米国の先行事例にならい売上げ増と大量仕入れによ

る原価低減によって収益をさらにあげていくため、出店を加速させていった。 35
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会社の成長のための投資には極めて積極的であり、社員教育への投資も惜しまなかった。

当時月給8万円の社員を200万円かかる社外研修へ参加させたり、海外進出のためと米国へ

語学研修や大学の学位取得のためへ留学させたりした。1979年には150名が米国に派遣さ

れている。情報システムへの投資も莫大で、瑞穂は自宅にもコンピュータを設置して毎日

全店の売上と分析データをチェックする体制をしいた。毎朝前日の結果を確認し、営業効

率の低下した店舗や売上原価の高い店舗には自ら連絡を取り、直接改善指導した。

急成長と挫折

出店のスピードは加速度的にあがっていった。1973年にはフランチャイズ1号店も開店

した。店舗数は1972年に10店舗だったのが、77年には100店舗を突破、1978年12月から

1979年6月までの半年間で85店舗をオープンさせ、100店舗突破の1年後には200店を達成

した。当時の外食産業市場は1978年の市場規模で約12兆円を上回り、毎年2ケタ成長を続

けていた。

瑞穂は、店舗間でのサービスや品質のばらつきが出ることを極端に嫌い、フランチャイ

ズ店舗に対しても、店長やアルバイトをすべて本部から派遣して標準化にこだわった。出

店にあたってはリースによって店舗機材を提供したため、フランチャイズ側の投資負担は

軽く、出店にはいっそう弾みがついた。しかし、出店のスピードが上がると今度は店長教

育や出店管理が本部に負担としてのしかかり、サービス供給体制が出店スピードについて

いけなくなっていった。出店については、当初出店総数は200が限界であろうと見られて

いたが、その数字を達成すると直ちに目標は300店に引き上げられた。出店条件もあいま

いになっていき、1店舗で100坪を超えるような大型店も現われた。出店拡大とともに、牛

肉の供給もひっぱくしていった。当時牛肉の輸入は自由化されておらず、当時同じく成長

していたハンバーガーチェーンやレトルトカレーの食品メーカーなどと輸入牛肉の調達競

争になっていた。吉野家では国内産牛肉を急遽調達したりなど緊急対応におわれた。瑞穂

には牛肉輸入は自由化になるとの読みがあったが実現しなかった。徐々に牛肉の調達は困

難になり、価格は上昇して行った。この間、9年間続いた並一杯200円の価格を1975年に

300円に引き上げた。吉野家は、ナマ牛肉にのみ適用される輸入制限枠を免れるため、フ

リーズドライ肉の利用に踏み切った。米国で調達した牛肉を台湾に送り、水分を飛ばして

瞬間冷凍したフリーズドライの牛肉は、加工肉となり、輸入制限枠外で輸入が可能になる。

フリーズドライの加工分コストは高くなるにもかかわらず、品質はナマ肉と同等とはいか

なかった。それでも増加一方の牛肉の必要量を賄うため、吉野家はフリーズドライ肉に頼

らざるを得なかった。1979年のはじめには牛肉必要量の1割、年末には全体量の半分をフ

リーズドライが占めるようになって行った。原材料の価格高騰、出店費用の上昇は、次第

に収益性を悪化させていった。コスト改善のために、タレも粉末に切り替え、お新香も冷

30
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凍にした。さらに1979年12月1日に牛丼並一杯300円を350円に引き上げた。この値上げ

が直接の引き金となり客数が激減、売上は20%減少した。資金繰りの悪化から、経営危機

が表面化した。

当時44%の吉野家株式を所有していた有力フランチャイジー新橋商事が経営の悪化した

吉野家の支援に乗り出した。瑞穂の満州での戦友富田稲蔵が新橋商事の社長を務めており、

その縁で瑞穂が独断で支援を依頼したのであった。約6億円の融資とひきかえに、実質的

な経営権は新橋商事の掌握するところとなった。しかし、新橋商事は吉野家再建から方針

を一転し、吉野家の有力店舗の経営権と商標権を獲得して分離独立しようとした。このこ

とが引き金となって、社内では事情を何も知らされていなかった生え抜きの若手幹部らと

新橋商事の経営陣との間に激しい対立が起こった。新橋商事側は、吉野家を守ろうと抵抗

する若手幹部に対しての降格人事や、社員の引き抜き、リストラを名目とする退職勧告な

どを行った。

一方社外では、経営危機が表面化すると、それまで吉野家を外食産業の旗手ともてはや

してきた社会やマスコミは態度を一変し、「吉野家は単品だから飽きられた」、「女性が利用

しないから限界だ」、という論調で吉野家を批判した。経営危機による組織内部の混乱と外

部からの批判にさらされ、500人余りの社員の半数がすぐに退職してしまった。農林水産

大臣がダイエーに直接依頼して吉野家救済が進められようとしたが、新橋商事の分離独立

問題で状況が2転3転し、支援策は結局まとまらなかった。

経営が破綻した当初、吉野家には破産法が適用される見通しであった。しかし、会社を

残したいという瑞穂の強い希望に押される形で会社更生手続が申請され、受理された。負

債総額115億円、チェーン化開始から10年目の1980年であった。会社更生法の適用は当時

それほど多くなく、多くのケースでは破産させた企業の資産を整理し負債を清算していく

方法がとられていた。経営が破綻した後、破産までは頑張ろうと、社員達は自らを奮い立

たせていた。だが、会社更生法適用の決定を知り、会社存続の喜びよりも、再びゴールの

見えない長期レースのスタートに立たされて緊張の糸が途切れたような感覚に襲われた。

管財人に「もういいから、会社を潰してくれ」と迫る社員もいた。瑞穂に目をかけられ育

てられた若手幹部達は、瑞穂の強い慰留に折れ、社に留まる決心をした。米国研修から帰

国したばかりの、当時東京地区第二ブロック長であった現社長の安部修仁もその一人であ

った。しかしながら、幹部が退職を思いとどまっても現場社員が急に減ってしまえば日々

の営業ができず、結局倒産につながる。安部は、「幹部のほとんどが辞めてしまったいまは、

チャンスなんだ」「あちらこちらの会社に引き抜かれていった奴らを見返してやろう。吉野

家に残ればよかったとくやしがらせてやろうじゃないか」1 と自ら説いて回り、店長ら若

手社員たちの慰留に奔走した。新橋商事との対立の急先鋒であった安部は、ブロック長か

1 吉野家再建 p34
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ら有楽町店店長に降格されたこともあった。だが安部は、動揺していた若い店長らと電話

で連絡を取り合い、いつしか社内をまとめていく存在になっていた。

更生会社

吉野家は、外食産業では初めての会社更生法適用会社になった。会社更生法では、会社

の経営陣は退陣し、会社の事業の経営及び財産の管理処分権は管財人に帰属する。管財人

は、会社財産の評価、債権の内容の調査、事業計画の検討を行いながら、債務を返済する

ための「更生計画案」を策定し，裁判所に提出する。更生計画が裁判所で認可されると、

その計画に基づいて会社は債務を弁済し、再建をすすめていくことになる。管財人には増

岡章三弁護士、管財人代理に今井健夫弁護士が選任された。増岡は、それまで吉野家とい

う牛丼の店の存在を知らず、裁判所の通達文書をみて「よしのけ」と読んだほどであった。

今井も事務所の前にある店を2度3度利用した程度という知識レベルであった。増岡らは

100パーセント理解し納得するまではけっして結論を出さなかった。肯定も否定もせず、

何故そうなっているのか、何故できないのか、結論を出すまで連日社員たちに確認して回

った。

再建に取り組むにあたって増岡は、まず吉野家はしっかり営業を続けていることを社会

にアピールしなければならないとして、24時間営業を堅持することを決定した。そのうえ

で、全国セールを行うことを提案した。ところが、安部はじめ社員からは、こんなときに

全国一斉のセールをやるなんて、素人は現場の混乱がわかっていないと、猛烈な反対が起

こった。それに対し増岡からは、現場の混乱とは具体的に何なのか、個店で行うセールの

現在の客数増加率はどの程度なのか、具体的な質問が投げかけられた。増岡の素朴な質問

を浴びせられるうちに、社員たちはチャレンジしなくていい理由をつけている自分に気付

いた、と安部は振り返る。こうして、「どっこい、吉野家は生きている」という増岡の考案

したキャッチフレーズをかかげ、期間限定で牛丼並350円を300円に、大盛500円を400円

に値引きする「再建セール」を全国で行うことになった。社内全体の共通の目標にむかっ

て、ユニット毎に団結して取り組んだ。全国セールは会社更生法適用申請の1ヶ月後から

その年のうちに合計3回実施され、客数増をもたらした。「『再建できるんじゃないか』と

現場が本気で考え始める起爆剤になりました」2 と安部は語っている。

そして、再建の過程は、牛肉をナマに戻す、たれも漬物もナマに戻す、オペレーション

のクオリティも上げていく、マネジメント、教育訓練をあらためてやり直すというように、

問題箇所を必要なものから一つずつ復元するという形ですすめられていった。吉野家の社

員たちは、長らくの成長オンリーの社内文化の中で、「自分たちが、深く考えることもせず

30
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に、あたりまえのようにやってきたことが、実は必然性などなく、それがたまたまうまく

いったので“慣習化”していただけだと気付かされた」3 と安部は当時を振り返る。

ところで吉野家では、会社更生法の適用が申請された時点で、社員の半分は自分から辞

めていた。それでも社内では更生手続きが始まれば、当然にさらなるリストラ、人員削減

が行われると思われていた。ところが、人員削減の話は出ず、給料は保障され、今までど

おりボーナスも支払われた。一方で営業所の縮小、配送の外部委託への転換など経費の削

減は徹底して行われた。不採算店舗についても厳格に見直しが行われ、九州、広島の後発

地域全店を閉鎖、261店舗のうち1980年中に50店舗が閉鎖された。

店舗の管理体制についても、長年のトップダウン方式から個々の店舗中心の体制に変え

られて行った。7、8店を1つのユニットとし、ある店舗で欠員が出た場合などには、トッ

プから他店に欠員補充の指令が行くのではなく、ユニット内の店舗が相互に応援にいく体

制をとった。

出店再開

やがて出店を再開できるめどが立った。しかし債務を返済しながら資金を新たに投入す

る時は、裁判所に許可をとらなければならない。なぜこの場所に新規出店をすると売上増

につながるのか、きちんと説明できなければならず、増岡の厳しい問い詰めを経て計画書

が作られていった。そして店一軒の開店にも厳格な出店基準を設けて、絶対に閉めないと

いう方針を打ち立てた。すなわち、出店にあたっては、新規開店の投資に対して年間20%

以上の利益が見込めること、年間売上1億円以上、総投資額5,000万円以内、対売上家賃

6%以内（2日分売り上げ以下）とすることが条件として定められた。

吉野家の出店は郊外を中心に行われた。郊外では保証金などの初期投資が安くすむ上に、

人口が増加を続けていながらまだ相対的に地価は安く、条件が魅力的であった。1980年か

ら1990年へかけては地価が上昇した時期であり、厳しい採算ラインをクリアするため、出

店の約8割は郊外店となった。そして、さまざまなデータを分析した結果に基づいて郊外

店の出店対象範囲についても厳しい基準が定められた。店舗管理の効率面から、関東地区

は国道16号線の「内側」とした。東京では、横田基地の前を南北に走る国道16号線の都心

側のみとして、外側には出店しないと定められると、例外は一切認められなかった。更生

会社は、かかえる債務の返済だけを目的に営業をしなければならない。何事も失敗できな

いという緊張感から、従来の成長重視志向から代わって数値管理を徹底した安全性重視の

考え方が浸透して言った。

改善とキャンペーンで徐々に客足が戻って来た。経常利益ベースでは、81年が14億円、

3 吉野家の牛丼280円革命

30
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82年は21億円、83年が23億円、84年が33億円、85年33億円であった。その結果、更生計

画では更生担保債権22億円と一般更生債権国内66億円、米国242万ドルは、全額を87年ま

でに分割弁済することとし、83年に40%、残り60%は84年から87年まで15%ずつ返済する、

としていたが、計画より早く更生債権100億円を完済した。更生計画では通常、抱える債

務の多くが免除され、会社の立ち直りが優先される場合が多いが、吉野家の場合は債務を

ほぼ全額、しかも計画より早く返済したことになる。更生計画の終了時には、すでに株式

公開ができるだけの財務体制になっていた。安部は更生会社としての経験を次のように振

り返る。

「「やれといったらやれ」という具合に説明を省く体育会系カルチャーは、資産保

全管理人として第三者が入ってきたために、根拠を原点から話し合う必要が出て

軌道修正されました。単に「やれ」というのと異なり、納得して行動に移せるよ

う議論を重ねるカルチャーが醸成されました。建設的な議論が組織の末端レベル

まで可能になったのは、吉野家が基礎訓練として店長に数字の常識を叩き込んで

いたからです。店舗経営を必ず経営するようにキャリアパスがつくられているの

で、組織としては初動さえ決まれば後の実行部分は自動的に早く浸透するメカニ

ズムになっている。」4

セゾン・グループの参加

1983年より、セゾン・グループの堤清二代表（当時）が事業管財人に就任、更生計画が

承認され、セゾン・グループは吉野家の株の85%を所有した。吉野家は資本金5億円、セ

ゾン・グループの傘下で新たなスタートを切った。またこのとき、努力の成果を社員で分

かち合おうと資本の残り15%で社員持株会を設立した。

セゾン・グループからは、1983年に西武百貨店からレストラン西武（現・西洋フードシ

ステムズ）に移ったレストラン西武社長（当時）和田繁明と、副社長（同）杉本惇が再建

に加わった。杉本は1986年から1991年まで5年間吉野家の社長を務め、その間1990年に株

式の店頭公開を果たした。和田はレストラン西武社長の傍ら吉野家会長として影響力を発

揮した。当時飛ぶ鳥を落とす勢いであったセゾン・グループの経営参加により、安全性、

論理性重視に加えて、積極的な成長指向も加えられていった。 30

4 Think! 2003 Summer p34
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客数重視に基づく数値による管理

外食事業の収益は単価×客数で把握されるが、吉野家では客数を特に重視し、顧客の人

数ではなく同じ顧客の来店頻度としてとらえている。つまり、顧客が飽きずに利用すれば、

来店頻度は上昇し、結果として合計の客数も上昇するという考え方である。その意味で既

存店の客数の伸び率が業界平均を上回っていなければならないということが前提になる。

そして、来店頻度向上の取り組みにあたって、目安として「10日に1回来てくれる人を、9

日に1回にしてもらうための活動」5 を年頭においているという。さらに、店舗毎の客数

にも一定の目標を設けている。出店自体が一定の客数を見込めることが絶対の条件になっ

ているが、日々の営業においても平均で700人の来店が前提となっている。これは、合計

の来店数が500を切ってしまうと店舗で調理している牛丼の回転率が低下し味が低下して

しまうという考えに基づいている。平均来店数の目標を700以上とすることで、客数に多

少バラつきが出ても来店数が最低でも500を下回らないように注意する。

吉野家ではこの客数をベースとして、1時間あたりの店員1人の対応客数を人時生産性と

呼び、店舗の生産性を管理する指標としている。店舗は立地条件や時間帯によってその売

上にバラつきが出るが、店員1人あたり1時間毎の対応客数を見ることによって店舗の生産

性目標を全店舗で平準化できる。さらに、吉野家では1日に3度の棚卸を実施し店舗別に時

間帯別客数に合わせたジャストインタイムの適正在庫量を把握し、不要な在庫による非効

率を回避している。

安部新体制

会社更生法申請からおよそ10年後の1992年、和田は、アルバイトから吉野家に入社した

生え抜きの安部修仁を後継者に選び、社長に指名した。安部は1949年福岡県出身、県立香

椎工業高等学校を卒業後、バンド活動をしながら吉野家でアルバイトをしていた。1972年

に社員として吉野家に入社している。

会社更生期間を経て、サービス・オペレーション・品質の見直しを行い、出店基準も厳

格に適用した。このような安全性重視が身について、バブル経済の時期も無理な成長の危

険を避け、その後の不況下でも着実に成長を続けてきたと安部は見ていた。店舗数では同

業の中では吉野家が圧倒的で、後発の同業他社で最多の店舗数のところでも吉野家の半分

に満たない。吉野家は、外食産業全体でみても、日本マクドナルト、すかいらーくなどに

次ぐ規模になっていた。

しかし、外食産業は1992年をピークに、既存店の来客数の前年度割れが続いていた。吉

5 週刊ダイヤモンド 2003/1/18 p83
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野家も例外とはいかず、1日の平均客数は92年の1店舗あたり880名が2000年には711名と

80%に下がった。1年間の店舗営業利益では、96年の1店舗あたり1,449万5,000円が5年間

で約30%減少し、2000年では初めて1,000万円を割り込み、977万4,000円であった。人時

客数でも、96年の13.4名から、2000年には10.8名へと大幅に減少していた。さらに店舗数

でも、これまで「松屋」「すき家」「なか卯」の3社合わせても吉野家の総店舗数を上回る

ことはなかったが、2000年度末にはこれら同業他社3社の合計店舗数は837店舗となり、

吉野家の767店舗を初めて総数で上回った。来店客数も業界平均の前年割れを下回り、安

部は事態を深刻に受け止めた。そして2000年秋の次年度の予算策定にあたっては、前年は

720だった1店平均の1日の食数が、予算では700を割り込み、人時売上げも、売上げ減に

並行して低い見通しとなったことに大いにショックを受けたと語っている。

「売上げの減少に並行して低い数字を出して平気でいられるというのは、クオリテ

ィ一辺倒の追求が勘違いにつながり、現場が生産性を上げる努力を放棄している

ことを意味していました。ぼくにはそれが我慢ならなかった。」6

吉野家では安部の指揮のもと、「スペースプロジェクト」に取り組んだ。2年近くの期間

をかけ、あらゆる段階のオペレーションの見直しを通じた、「早い」「安い」「うまい」の

「価値再設計」がその目的であった。安部は、人時生産性を現在の11人から14人への引き

上げ、牛丼並一杯を400円から280円を実現させることを目標として掲げた。価格改訂時期

を明確にしてプロジェクトのゴールに設定し、これまでの習慣にとらわれず、調達する牛

肉のスペックから店舗レイアウト、店舗人員配置の最適化に至るまですべての段階につい

てゼロから見直しをすすめた。安部はプロジェクトについて次のように語っている。

「僕は対応と適応は違うと考えています。対応とは相手や状況に応じて物事を行う

こと。適応とは生物が外界に合うように変化すること。利用する側の動機の優先

順位や比率が中長期のレンジで変わってきた。我々は変化の最大公約数に適応し

ていかなければならない。僕の仮説は値下げだと経営幹部に伝えました。ただ

（前年の）11月に東証一部に上場したばかりだったので利益を損なうわけにはい

かない。これが、第一の条件でした。もう一つの条件は、70年代の大やけどを踏

まえて、味を絶対に落とさないことです。」7

その結果、食材の全面的な見直しで12品目の仕入れ価格を下げ、牛肉は調達部位の仕様

30

6 吉野家の牛丼280円革命 p17
7 日経レストラン 2001年8月号 p47
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変更と調達量増加で2億円、米はブレンド方法を変えることで5億円の削減を実現した。粗

利益率は63%から60%へ低下するが、人件費と経費削減で吸収する。作業工程を一から見

直して無駄な動きを減らし、サービススピードアップを図る一方そのための評価制度も変

更する。ナプキンを6つ折りを4つ折りに変えるなど細かなコスト削減も実施し、客数1.5

倍を見込んで当初計画の経常利益を維持する方針であった。2001年4月、実験段階で実施

した並1杯250円キャンペーンでは、通常の3倍の客が殺到し、材料が底をついてしまい、

役員も総出で肉をスライスしたが、炊飯も調理も間に合わず、100店舗が一時閉店せざる

を得ない事態となった。閉店した営業時間はのべ2,014時間、約100万人の顧客に対応する

ことができなかった。吉野家ではこの実験を有史以来の「大失態」と受け止め、さらにシ

ミュレーションとオペレーションの見直しを続けた。4月から6月にかけての11週間に合

計56店舗で290円、280円、270円、250円で反応をリサーチした。そして同年7月、「向こ

う3年間のベストマーケットプライス」8 として400円から280円への価格改訂に踏み切っ

た。（2001年実施の吉野家消費者アンケートは付属資料2に示されている。）

YDC21

吉野家は、1995年から1996年にかけて2006年に向けての10ヵ年の長期経営計画を策定

し、会社名の頭文字をとって「YDC21」と名付けた。①既存事業の成長と進化、②国内に

おける多角化、③吉野家の海外展開、の3つを基軸とし、前述のスペースプロジェクトも

この経営計画のうち①の一環と位置づけられている。吉野家のさらなる成長と進化をめざ

し、2006年の目標売上高を3,000億円においている。これは2003年2月期の連結売上高の2

倍にあたる。吉野家では、吉野家の事業単体では1996年当時のモデルでは800店舗で飽和

すると考えていた。年間50～60店舗の出店ペースでは数年で壁に突き当たることになり、

いくら努力と情熱を傾けても既存の仕組みの延長では早晩飽和化するという見通しに立っ

たとき、閉塞感から組織と心の硬直化がはじまっていたと安部は感じていた。そして長期

計画策定の意義を次のように述べている。

「これまでの経験や知識の蓄積、技術や情報だけでは目標地点にたどりつけないこ

とを実感し、だからこそ、無理をしなければそこには到達できないというほどの

高い目標を掲げる必要があった。また具体的な方策とコンセンサスも必要だった

し、しかもその目標を社内の誰でもが理解できるようなビジュアルなものにして

おかなくてはならない。」9

8 日経レストラン 2001年8月号 p43
9 生活起点 2003 AUGUST p17-p18
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安部は、2001年の価格改定実施の際に、「早い」「安い」「うまい」の「価値再設計」を

打ち出す一方で、社員に対しては、「市場への適応」「硬直した組織の打破と覚醒」を共通

目標として与えた。そして社員一人一人への目標設定として「自己革新－未来の自分に会

いに行こう」というスローガンを発信した。新しいではなく、未来のという言葉に、社員

は強く反応があったと安部は手ごたえを感じる。当時商品事業部長で、現在常務取締役出

射（いでい）孝次郎は次のように語る。

「安部から『価値の再設計をする理由はふたつある。そのひとつは組織の硬直化の

打破だ』といわれたときハッとしました。これまでつくり上げてきたものには、

われわれなりの自負があるし、私たちの持っているマーチャンダイジング・シス

テムは、業界で決して劣らないものだと思っていました。しかし、そのことが業

務の硬直化につながっていた。現状にとらわれ過ぎていたのだと思いました。牛

丼という商品のクオリティとは直接関係のない部分で、われわれが錯覚していた

スペックやマーチャンダイジングを変えようという意識こそが『価値の再設計』

だと思います。」10

吉野家そのものにとって、会社更生法を申請して再建したからこそ今がある、という強

い思いがある。ところが、現在では再建後に入社してきた社員が大勢を占めるようになっ

てきた。そのため安部は今の吉野家において過去の歴史そのものを語る必要も感じている

という。安部は、懐古趣味や精神論を否定しながらも、具体的なシーンや成功体験の共有

を求める若い社員のために、自らと会社の経験の歴史を共有させる座学の「吉野家塾」を

設けるようになった。また新規事業に携わる社員がリスクを恐れずに取り組めるよう、人

事評価基準に配慮しているという。

安部は2003年以降の4年間をこの「YDC21」の第三フェーズとして最終段階、仕上げの

段階とし、今後の長期計画の実現にむけて具体策に着手しようとしている。「改革運動は1

年、2年という時間限定でなければいけない。2年以上の改革なんてありえない。この2年

間、しゃにむに突っ走ってきたので、ほころびが出てきている。踊り場にして修繕しない

と。」11 と語っている。

事業の多角化

吉野家の利用者は、男性15歳から35歳が全体の85%以上を占めており、この比率は長ら

10 吉野家の実行力 p79, p87
11 週刊ダイヤモンド 2003/1/18
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く不変であった。今後このままでは人口動態に連動して事業規模が縮小していくことにな

るため、男性の年齢層の引き上げと女性の比率を高めることが課題と考えられていた。先

の価格改訂は話題性も手伝って、男性の年齢層拡大のみならず女性の利用促進にもつなが

ったと見られている。そのほか吉野家では女性利用者の獲得のため、トイレの男女別設置

などの設備上の改善や鮭定食などのメニュー投入などをすすめている。現在は、女性客の

比率は以前の5%から18%に上昇した。しかし、外食市場全体が減少傾向にある中、値下げ

によって需要の刈り取りが早くすすみ、牛丼ビジネスは飽和に一段と近づくのではないか

との見方も出ており、今後はこれまでどおりの成長は見込めないのではないかという懸念

もある。また、吉野家では2003年秋から国内で1,500店体制への布石として、立地条件を

反映して吉野家のタイプを3つ程度に分け、持ち帰り弁当店など他の業態と複合化する多

様化の検証にも着手していた。（付属資料3に日本の外食産業市場規模の推移が示されてい

る。）

安部は、今後グループを1ブランド1社の連合体として成長させていくため、事業投資に

より多くの資金を振り向けたいと考えていた。国内多角化に関しては積極的にM&Aに取

り組む考えを示していた。多角化は、セゾン・グループ傘下の再建中にその取り組みが始

められていた。当時方針として以下の3つが定められた。すなわち、単品で商品力がある

こと、3ケタの店舗数でチェーン展開可能であること、吉野家独自の味で勝負できること

である。セゾン・グループの依頼により1988年にダンキンドーナツを経営しているディ

ー・アンド・シーを救済、吸収合併し、社名を吉野家ディー・アンド・シーに変更、ドー

ナツチェーン事業の取り込みを試みたが、1998年には事業を撤退した。

これまでは、自社内で研究を重ね、実験的な店舗を開店して経験を積みながら戦略を練

り、見通しがついたら分社化という形がほとんどであったが、1999年に更正会社上方寿司

チェーンの「京樽」の株式を取得して連結子会社にした。更正手続きは2002年に終了して

いる。そのほか現在連結対象になっている事業としては、中華宅配の「上海エクスプレス」、

たこやき、鯛焼きなどの和風スナックチェーン「一口茶屋」、カレー専門店「Pot & Pot」

などがある。また近頃「ビビンバ丼」も傘下におさめた。2005年2月期には牛丼以外の事

業からの利益を5億円程度と予想している。（吉野家の過去5年間のセグメント情報は付属

資料4を参照のこと。）

外食デフレと国産牛BSE発生

2000年2月に日本マクドナルドが「平日半額」を開始した後、牛丼では松屋フーズが同

年9月に他社に先駆けて400円を290円に値下げしていた。吉野家の値下げは、マクドナル

ドの価格改訂以来顕著となった外食のデフレ傾向を決定づける事態として受け止められた。

吉野家の発表の2週間後には、なか卯が吉野家と同じ280円への値下げを発表、その1週間

30
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後には、2001年3月に290円に値下げしたばかりだった神戸らんぷ亭が270円への再値下げ

を決定した。

吉野家は、2003年2月期の売上高と客数で既存店対前年比、それぞれ30%、60%の伸び

を達成した。しかし、これは価格改訂初日のランチタイムの客数2倍という勢いから見れ

ば、当初の業績予測を大幅に下回る結果となった。280円への値下げを実施した直後に

BSE（牛海綿状脳症、狂牛病）が国産牛で発覚し、国産牛のみならず国内の牛肉全体の消

費が一気に減少したためである。吉野家ではすでに米国産の牛肉に切り替えており国産牛

によるリスクはなかったが、間接的な風評被害でせっかくの需要が冷やされることになり、

当初値下げで期待したほどの需要は獲得しきれなかった。

吉野家は、自社で使用する米国産牛肉について、吉野家スペックと呼ばれる明確な規格

に従って契約農場で飼育されており生後18ヶ月以内であること、飼料から解体、日本への

輸送までの各段階で厳重に管理されていて安全であることを様々な手段で積極的に発信し、

顧客の不安払拭に努めた。国産牛に全頭検査が義務付けられ、消費者心理に落ち着きが見

えてくると、それに伴って吉野家の業績も上昇してきた。しかし、2003年に入ると今度は

政府の輸入牛肉増加に対する国内産牛肉の保護（セーフティーガード）が実施され、原価

率が従来計画を1.3ポイント上回り39.7%の水準にまで上昇する見通しとなった。牛丼他社

は、牛丼以外の新メニューを追加する傾向を強めて牛丼の価格低下とコスト上昇に対処し

ようとした。

米国産牛のBSE発生、牛丼販売の停止

2003年末、今度は米国でもBSE問題が発生し、米国産牛肉の輸入停止措置がとられた。

吉野家は、12月24日の停止決定を受け、まず安部がフードサービス協会で記者会見を開き、

直ちに対応を開始した。その日の午前中には全店に食材の安全性や顧客への対応をまとめ

たFAXの送信を済ませた。さらに同日新メニュー発売と牛丼停止の方針を決定、3日間で

メニューを選定し社内体制を整えて28日と29日にフランチャイズオーナーへの説明を行

い、30日に記者発表を行った。その内容は、2日後の1月1日から「特盛」の販売を中止、

直営店のみを対象として174店で24時間営業を短縮し、同じく123店で年末年始を休業す

るというものであった。また在庫水準から見て、輸入が再開されない場合2月末までには

牛丼販売が停止となることを明らかにした。

安部は、「私が生きている間は、もうないだろうという最大級のアクシデント」12 とし

ながらも、自社で一貫して行っている品質管理への絶対の自信を示し、吉野家の牛肉の安

全性を強調した。そして牛丼の販売がたとえ向こう2年間できなくても会社の存続には何

12 AERA 2004/1/19 p25
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ら支障がないと会社の潤沢なキャッシュと経営状態の健全性もアピールした。そして牛肉

の輸入停止措置がとられて以来、他の取締役と共に、精力的に店舗を回り、「吉野家は有事

に強い」13 と店舗の従業員を鼓舞して回った。（米国でのBSE発生に際しての吉野家の対

応は付属資料5に示されている。）

吉野家は、1月5日からから代替メニューとしてカレー丼の販売を始めた。（いくら鮭丼

は12月末から関東で先行販売。）グループ内のカレー店Pot&Potや寿司の京樽で開発した

商品に、吉野家独自の味付けで工夫したものである。カレーはレトルト加工の湯煎調理方

式のものであった。1月の時点で吉野家は、輸入停止措置の継続に対して、次のような段

階的対応をとることを明らかにしていた。すなわち、まず代替メニューを9つの地区ブロ

ックに分けて導入し、販売状況などを見ながら原料調達をすすめて全店展開を行い、効率

を高めつつ低価格を実現させる。輸入停止が1～2ヶ月で解除にならない見通しとなれば、

二次措置として改装など店舗投資を伴うメニューを拡充する。さらに輸入停止が長引くよ

うであれば、三次措置として牛丼スペックの見直しに入る。国産牛、オーストラリア産牛、

ニュージーランド産牛のそれぞれで設計していく。出店に関しては、一旦は中断するが時

期を見て再開する。既存店については、全体の4割にあたるフランチャイズの店舗だけを

吉野家として残し、直営店舗は京樽、三崎丸などのフランチャイズに振り向ける、などの

計画である。またフランチャイジーは1店か2店を有する程度の規模であるため、牛丼販売

停止による経営状態に悪化に対しては何らかの経済的支援も行うとしていた。

日米政府間では米国産牛の安全性を確保するための検査方法について合意に至らず、輸

入停止の状態が続いた。日本政府は、国産牛と同様の安全性を確保するとして、全頭検査

を行うよう求めたが、米国側はそれではコストがかかりすぎ、安全性確保には合理的でな

いとして受け入れなかった。これに対して吉野家は、国産牛でBSEが発生し消費者に動揺

がみられたときと今回の米国産牛でのBSE問題とでは日本の消費者の反応が異なると指摘

し、全頭検査はあくまで安心基準による安全性確保のための手段のひとつにすぎず、日本

政府が全頭検査に固執し続けるのは、安全基準と安心基準の混同になると批判した。米国

産牛肉の輸入停止措置が長引くことによる牛肉全体の価格上昇や、豚肉鶏肉などへの価格

上昇の波及が消費者の利を損ねるとし、措置解除のための合理的で現実的な解決を求めた。

1月は、牛丼の販売停止を前に駆け込み需要が起こり、客数の大幅増加が見られた。い

よいよ牛丼の販売最終日となった2月11日には、各店で長蛇の列ができ、品切れで牛丼を

食べられなかった客が暴れて逮捕される騒ぎとなった。他社も同じく2月中旬に牛丼の販

売を停止した。2月の既存店売上高対前年比は、吉野家が最も大幅な20.9%の減であった。

その他の牛丼各社では、松屋が1.9%増、すき家が11.4%増、なか卯が3.5%減であった。牛

丼販売停止に追い込まれたことで、吉野家の単品経営の是非とリスクが再びとりざたされ

13 日経流通新聞 2004/1/8
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るようになった。安部は、1店当たり1日800人の平均客数、16%以上の高い営業利益率の

実現は、コストの安い米国産ビーフに特化するというリスクテークの当然の帰結であると

捉えている。

牛丼不在

3月1日、吉野家は豚丼の販売を開始した。すき家、松屋、なか卯の各社はすでに牛丼が

販売停止になる前の1月末から2月初旬にかけて豚丼を投入していた。吉野家はそれから1

ヵ月後、最後手での投入であった。11日から5日間全店で並一杯320円を250円の低価格で

販売するキャンペーンを実施、安部自ら有楽町の店頭に立った。この間一時的にカレー丼

などの販売を休止し、豚丼を牛丼に代わる中心商品として打ち出す姿勢を明確にした。さ

らに、凍結していた出店も再開、短縮営業をしていた店舗を全店24時間営業に戻した。そ

んななか、松屋は3月11日より午前11時から午後3時の間、数量限定で牛めし（並390円

税込み）の販売を再開すると発表した。国産牛や米国以外の牛肉を確保して実現した。

吉野家の3月の既存店売上高対前年比は2月に引き続き20%以上の減少であった。4月に

入り、吉野家では8日から7日間豚丼を含め関連商品6品を70円値引きする販促キャンペー

ンを実施した。新メニューの効果が一巡し、その他の牛丼各社も3月は客数が伸び悩み、

前年の水準を下回っているところが多いとみられた。すき家は1日よりねぎとろ丼（並480

円）を投入した。なか卯は5日から豚どんぶり（並盛り）を400円から330円に値下げした。

松屋は期間限定で販売した牛めしの販売延長を決めた。

2004年2月期決算は、連結売上高前期比3%減の1,410億円、経常利益17%減の124億円だ

った。安部は「米国産牛の禁輸は経営者の直接的な責任ではないといった温かい見方をし

てもらうこともあったが、代表者には結果責任がある」14 として、自らの報酬を4月から

輸入再開まで2割カット、役員賞与も1割削減を決定した。2005年2月期の連結決算見込み

は売上高が8.5%減の1,290億円、新商品開発や販売促進費などのコスト上昇で経常利益も

66.5%減の41億円と連続の減収減益となる見通しを明らかにした。既存店の売上高は2割減

少すると織り込んだ。米国産牛肉禁輸措置の長期化をにらみ、コスト構造の一層の絞込み

を図って、全社的なコストを今までの9割に抑え異常事態を乗り切る計画である。2004年2

月期には81店を出店し、合計985店となったが、2005年2月期は牛丼のない吉野家でも利

益が確保できる体制にするためとして、出店基準を引き上げ新店は51店に絞り込む方針で

ある。一方海外展開は強化し、中国に33店を新規出店し、海外店舗合計を277店舗として

売上2ケタ成長をめざす。

2004年5月吉野家はさぬきうどんチェーンの株式会社はなまるとの資本業務提携を発表

14 日経流通新聞 2004/4/13
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15 日経流通新聞 2004/4/13

した。はなまるは2003年12月末現在158店舗を有するセルフ方式のさぬきうどんチェーン

である。吉野家は発行済み総数の33.4％を取得して持分法適用会社とし、役員の派遣も行

うことを明らかにした。（吉野家並びに牛丼他社の財務諸表は付属資料6、7、および8を参

照のこと。）

新メニューの導入

牛丼販売休止直前のフランチャイズ加盟店向け説明会では、他社と同様に豚丼の早期投

入を望む声が相次いだが、安部は新メニューがブランドに与える影響を考えるとちゅうち

ょしてしまうと、慎重な応答に終止した。本格的な代替メニューを扱うことが牛丼再開の

障害になる可能性もあると考えた。今回の新メニュー開発はあくまでも米国産牛肉の輸入

停止に伴う措置と位置づけているが、一旦導入して人気が出た商品を、牛肉輸入が再開し

たからという理由で一方的に販売停止にするのも、その商品を支持する顧客に対する対応

としては好ましくないと思われた。九州地方では以前から親子丼を取り扱ってはいたが、

厨房設備改修が必要なため、当初計画では全国展開を想定してはいなかった。ところで、

米国産牛依存に対するリスク対策としては、2年以上前からオーストラリア産牛肉を使用

した場合の技術開発をすすめていた。社内では98点の味にまで評価されてはいたが、米国

牛肉生産者と追求してきた「吉野家仕様」と同じ100点でなければ、吉野家の味に慣れ親

しんだ客には受け入れられず、ブランドを損ねてしまうとの考えから、今回の調達の切り

替えは見送られた。実際のところ、禁輸を受けて直ちにオーストラリア産牛肉だけで1,000

店分を賄うことは物理的に不可能であった。

4月の既存店売上高は、31.8%の減少であった。牛丼販売停止の影響による客数減が当初

見込みを大きく上回る店舗が出てきた。牛肉輸入停止解除へ向けたシナリオでは、当初想

定していたうち最も時間がかかるケースになることが確実となっていた。安部は、当面客

数と売上で対前年比8割以上をキープすることが必要で、そのためには、「（1日1店で）1

品で100食はとれるモンスター商品が必要」15 と考えていたが、これまでのところ、新メ

ニューはその目標を達成してはいないようだった。吉野家の牛丼販売量は一日80万食であ

り、取り扱う牛肉は、日本が米国から輸入している年間24万トンの8分の1、3万トンに上

る。輸入停止が解除されても、一旦停止した大量輸入のペースを元に戻すには2、3週間か

ら1ヶ月かかると思われた。客数減の歯止めには現状の店舗設備を前提とせず、改装を含

めて抜本的な商品開発へ向かわざるを得ないと想定された。たが、一旦設備の改修などを

行えば、輸入が再開されたときに単純に元のオペレーションに戻すことをますます難しく

することは明らかであった。（吉野家の月次業績対前年比は付属資料9に示されている。）

30
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今回のBSE問題をきっかけに、価格で競争する外食デフレ時代から、品質の競争になる

という指摘もある。いちよし経済研究所の鮫島誠一郎主任研究員は「BSE問題が発生しな

くても2003年中に280円の牛丼の時代は終わらざるを得なかった。もともと牛肉の需要に

対して供給が少なく原価で2、3倍近く上がっていた。いずれ価格の見直しはせざるを得な

かった。」16 と見る。吉野家にとっても単品路線から、多様化路線へ舵を切り直すチャン

スの到来という見方もある。

5月13日から16日に横浜で開催されたジャパンフードサービスショーの吉野家特設ブー

スでは、輸入停止措置前と同じ1杯280円で牛丼が3,000食限定復活した。国内に残る米国

産牛肉の在庫を集めて実現させたが、連日朝6時から整理券を求めて長蛇の列ができ、マ

スコミもとりあげて大賑わいとなった。

牛丼各社は、5月に入り、牛肉メニューを復活させる動きを見せていた。松屋は6月から

牛めし再開を決定し、それに先駆けて牛焼肉定食（630円）、カルビ定食（680円）を10日

から投入した。すき家でも夕食メニューとしてすき焼き定食（580円）を発売した。いず

れも牛肉メニューを求める顧客の声に応えたもので、牛肉メニューは売上高を引き上げる

効果が期待できるとしている。

日米政府間協議では、夏までに解決策に合意するという目標設定がなされたが、牛肉輸

入再開の見通しは依然として不透明なままであった。すでに2005年2月期は第2四半期へ

と突入していた。既存店業績の現在の下落傾向がこのまま続けば今期の業績見通しは達成

されない。「上期に打ち出す取り組みの実効性によって下期（の業績）は大きく変わる」17

と、安部は強く認識していた。安部は日頃、経営者の判断の迷いの大半は、短期の利を追

っていることが原因であるいい、それは経営者個人の保身や、自分が社会的に評価された

いというような動機や発想からくるものと自らを厳しく戒めている。そして、経営を自己

実現の道具にしないこと、常に長期レンジで見て是である選択肢を選ぶ勇気をもつことを

自らの信条としてきた。

安部がいまとりうる選択肢は何なのであろうか。そしてそれは短期的、長期的にどのよ

うな意味を持っているのだろうか。果たして安部が現在優先しなければならないことは何

であろうか。（付属資料10に吉野家の最近の株価推移が示されている。）

20
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16 AERA 2004/1/19
17 日経流通新聞 2004/4/13
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付属資料1：沿革

1899年 東京都中央区日本橋魚市場に個人商店　吉野家　誕生

1926年 関東大震災（1923年）により魚市場の築地移転にともない、同地に移転

1952年 24時間営業体制を開始。

1958年 松田瑞穂が父から家業を継ぎ、資本金100万円で株式会社吉野家を設立。

1967年 メニューを牛丼（並・大盛）、卵、お新香に絞り込む

1973年 デンバーに牛肉の買い付けを目的としたUSA吉野家を設立

フランチャイズ第1号店を神奈川県小田原市に開店

1977年 国内100店舗突破

1978年 国内200店舗突破

1979年 牛丼を300円から350円に値上げ

1980年 会社更生手続きを申請

1983年 更生計画認可　セゾン・グループが資本参加

1988年 日本でダンキンドーナツを展開する株式会社ディー・アンド・シーと合併、社名

株式会社ディー・アンド・シーに変更

1990年 店頭登録銘柄として社団法人日本証券協会より承認

1992年 中国・北京に開店

安部修仁社長による新体制スタート

1993年 吉野家ディー・アンド・シー・カレッジを開設

1996年 国内500店舗突破

1997年 シンガポールに開店

「牛鮭定食」発売

1998年 ダンキンドーナツ事業から撤退

けんちん定食を全店導入

2000年 東証1部に上場

2001年 カレーショップ「POT & POT」が分社化

牛丼400円から280円へ値下げ

国内・海外あわせて1000店突破

国産牛肉でBSE発生

2002年 京樽の更生債権一括弁済し、更生計画終結。

2003年 米国産牛肉でBSE発生　輸入停止

2004年 親子丼、カレー丼を発売

24時間営業を一部店舗で停止

牛丼販売停止、豚丼販売開始

さぬきうどんはなまると資本提携

出典：株式会社吉野家ディー・アンド・シー有価証券報告書、決算公告
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付属資料2：吉野家消費者アンケート（2001年）

●　吉野家のイメージ ●　一般昼食時の重視点

「うまい」 78% 「安い」 87%

「早い」 77% 「うまい」 72%

「安い」 51% 「早い」 61%

●　牛丼並盛（現行400円）にいくら払うか

上限価格（これ以上だと高すぎて買わない） 442円

実勢価格（これくらいなら妥協できる） 355円

最適価格（消費者が望む理想的価格） 309円

下限価格（これ以下だと品質に不安を持つ） 255円

●　実験価格別の客数前年比推移

170.0％ 

160.0％ 

150.0％ 

140.0％ 

130.0％ 

250円 
270円 
280円 
290円 

250円 
270円 
280円 
290円 

141.7％ 
151.1％ 
137.2％ 
138.2％ 

第一週 

152.7％ 
150.9％ 
145.0％ 
140.6％ 

第二週 

166.0％ 
149.6％ 
144.7％ 
140.8％ 

第三週 

159.4％ 
144.6％ 
148.2％ 
131.1％ 

第四週 

出典：日経レストラン2001年8月号 p43
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付属資料3：外食産業市場規模の推移 

出典： 外食産業総合調査研究センター　「外食産業市場規模推計値」 平成14年 
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付属資料4：セグメント情報 

2004年2月 （単位：百万円） 

売 上 高  

（1）外部顧客に対する

売 上 高  

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高  

計 

営 業 費 用  

営業利益又は営業損失 

資 産  

減 価 償 却 費  

資 本 的 支 出  

牛丼関連 寿司関連 スナック関連 その他飲食 その他事業 計 消去又は全社 連結 

95,848 

 
36
 

95,885 

83,448 

12,436 

37,882 

1,906 

2,894

32,881 

 
10
 

32,981 

32,810 

81 

22,751 

853 

839

8,592 

 

 
-
 

8,592 

8,357 

234 

3,858 

245 

296

2,872 

  

 
-
 

2,872 

3,376 

-503 

2,265 

108 

108

860 

  
2,558

 

3,418 

3,331 

87 

1,440 

21 

12

141,054 

 
2,605

 

143,660 

131,324 

12,335 

68,198 

3,136 

4,150

 - 

 
(2,605)

 

（2,605） 

（2,344） 

（260） 

30,954 

563 

871

141,054 

 

 
-
 

141,054 

128,979 

12,075 

99,153 

3,699 

5,022

2003年2月期 （単位：百万円） 

売 上 高  

（1）外部顧客に対する

売 上 高  

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高  

計 

営 業 費 用  

営業利益又は営業損失 

資 産  

減 価 償 却 費  

資 本 的 支 出  

牛丼関連 寿司関連 スナック関連 その他飲食 その他事業 計 消去又は全社 連結 

96,708 

 
34
 

96,754 

81,525 

15,228 

38,987 

1,924 

2,445

37,729 

 

 
-
 

37,729 

38,265 

-536 

25,693 

978 

1,153

8,943 

 

 
-
 

8,943 

8,750 

193 

3,629 

227 

241

1,837 

 

 
-
 

1,837 

2,164 

-327 

1,688 

59 

59

760 

 
2,148

 

2,909 

2,831 

78 

1,133 

19 

35

145,979 

 
2,194

 

148,174 

133,537 

14,636 

71,131 

3,259 

3,934

 - 

 
（2,194）

 

（2,194） 

（1,936） 

（257） 

35,842 

597 

466

145,979 

 

 
-
 

145,979 

131,600 

14,378 

106,974 

3,856 

4,401

2002年2月期 （単位：百万円） 

売 上 高  

（1）外部顧客に対する

売 上 高  

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高  

計 

営 業 費 用  

営業利益又は営業損失 

資 産  

減 価 償 却 費  

資 本 的 支 出  

牛丼関連 寿司関連 スナック関連 その他飲食 その他事業 計 消去又は全社 連結 

97,297 

 
48
 

97,345 

81,048 

16,207 

37,670 

1,929 

3,259

40,582 

 
 - 

40,582 

40,669 

-87 

39,740 

984 

1,534

8,983 

 
 - 

8,983 

8,679 

304 

3,846 

315 

141

1,740 

 

 
-
 

1,740 

2,041 

-301 

1,637 

76 

190

626 

 
1,928

 

2,554 

2,467 

87 

12 

12 

21

149,228 

 
1,976

 

151,204 

134,904 

16,299 

84,142 

3,315 

5,144

  - 

 
（1,976） 

（1,976） 

（1,795） 

（180） 

46,344 

671 

269

149,228 

 

 
-
 

149,228 

133,109 

16,119 

130,486 

3,986 

5,143

2001年2月期 （単位：百万円） 

売 上 高  

（1）外部顧客に対する

売 上 高  

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高  

計 

営 業 費 用  

営業利益又は営業損失 

資 産  

減 価 償 却 費  

資 本 的 支 出  

牛丼関連 寿司関連 スナック関連 その他飲食 その他事業 計 消去又は全社 連結 

86,411 

 
432
 

86,843 

70,589 

16,254 

34,048 

1,743 

3,248

42,022 

 

 
-
 

42,022 

42,264 

-242 

40,431 

920 

1,200

9,057 

 

 
-
 

9,057 

8,808 

249 

4,244 

335 

552

2,520 

 

 
-
 

2,520 

2,910 

-389 

1,436 

104 

110

671 

 
2,015

 

2,686 

2,491 

195 

1,390 

21 

29

140,681 

 
2,447

 

143,128 

127,062 

16,066 

81,448 

3,123 

5,138

 - 

  
（2,447）

 

（2,447） 

（1,889） 

（558） 

41,807 

708 

455

140,681 

 

 
-
 

140,681 

125,173 

15,508 

123,256 

3,831 

5,593
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付属資料5：米国でBSEが発生した際の対応

2003年

12月 24日（水） 米国BSE感染の疑いのある牛肉が発見、農水省が購入の一時停止を決定

メニュー発売と店舗への対応に関する緊急会議

安部修仁社長が日本フードサービス教会本部で会見

25日（木） カレー丼、焼鳥丼の試食

26日（金） 英検査機関がBSEの感染を確認、輸入が全面禁止に

いくら鮭丼などの試食、メーカー各社に食材を発注

28日（日） 大阪で西日本FCオーナーへの説明会

29日（月） 東京で東日本FCオーナーへの説明会

30日（火） 営業の変更について発表

首都圏でいくら鮭丼などを先行販売

2004年

1月 1日（木） 特盛の販売中止、朝定食を24時間販売

4日（日） 新メニュー導入に向け店長の集中トレーニングを実施

5日（月） カレー丼の販売を開始、店頭で営業の変更を告知

出典：日経流通新聞2004/1/8

出典： 株式会社吉野家ディー・アンド・シー有価証券報告書、決算公告 

付属資料4：セグメント情報（続き） 

2000年2月期 （単位：百万円） 

売 上 高  

（1）外部顧客に対する

売 上 高  

（2）セグメント間の内

部売上高又は振替高  

計 

営 業 費 用  

営業利益又は営業損失 

資 産  

減 価 償 却 費  

資 本 的 支 出  

牛丼関連 寿司関連 スナック関連 その他飲食 その他事業 計 消去又は全社 連結 

83,846 

 

54 

83,900 

68,355 

15,545 

33,964 

1,781 

2,338

1,686 

 

 - 

1,686 

1,898 

-212 

877 

65 

164

8,515 

 

 - 

8,515 

8,523 

-8 

3,949 

451 

1,195

2,683 

 

 - 

2,683 

3,201 

-519 

1,822 

127 

189

435 

 

1,790 

2,225 

2,041 

183 

1,014 

3 

18

97,164 

 

1,844 

99,009 

84,018 

14,991 

41,626 

2,427 

3,904

 - 

 

（1,844） 

（1,844） 

（1,676） 

（169） 

41,103 

331 

198

97,164 

 

 - 

97,164 

82,342 

14,822 

82,729 

2,758 

4,102
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付属資料6：損益計算書（個別） 

出典：株式会社吉野家ディー・アンド・シー有価証券報告書、決算公告 

（単位：百万円） 

2000.02

77,850 
29,367 
48,482 

 
33,364 
1,765 
192 
5,353 
9,175 
4,556 
1,949 
1,945 
8,429 
15,118 

 
1,085 
1,735 
14,468 

 
1,936 
3,470 
12,935 
7,764 
-1,329 
6,500 
1,235 
860 
927 
93 

7,574

売上高 
売上原価 
売上総利益 
 
販売費及び一般管理費 
　　広告宣伝費 
　　役員報酬 
　　給料手当 
　　パート費 
　　地代家賃 
　　水道光熱費 
　　減価償却費 
　　その他 
営業利益 
 
営業外収益 
営業外費用 
経常利益  
 
特別利益 
特別損失 
税引前当期純利益 
法人税・住民税および事業税 
法人税等調整額 
当期純利益 
前期繰越利益 
過年度税効果調整額 
中間配当額 
中間配当に伴う利益準備金積み立て額 
当期未処分利益 

2001.02

79,847 
29,495 
50,351 

 
35,153 
1,678 
197 
5,607 
9,840 
4,805 
2,028 
2,052 
8,946 
15,198 

 
1,093 
94 

16,197 
 
 - 

4,813 
11,384 
6,633 
-1,762 
6,423 
1,408 
 - 
990 
99 

6,742

2002.02

87,960 
34,280 
53,679 

 
37,964 
2,333 
197 
5,692 
10,824 
4,907 
2,035 
2,142 
9,834 
15,715 

 
873 
177 

16,411 
 

25 
6,256 
10,180 
4,628 
-172 
5,723 
1,405 
 - 

1,055 
 - 

6,074

2003.02

86,513 
34,119 
52,393 

 
37,878 
2,330 
178 
5,481 
10,601 
5,245 
2,064 
2,141 
9,838 
14,515 

 
825 
73 

15,267 
 

1,578 
6,822 
10,022 
3,717 
747 
5,558 
1,241 
 - 

1,003 
 - 

5,796

2004.02

86,338 
35,339 
50,999 

 
39,018 
2,205 
200 
5,282 
11,322 
5,541 
2,183 
2,067 
10,218 
11,980 

 
763 
291 

12,452 
 
 - 

1,386 
11,065 
4,112 
1,948 
5,005 
1,298 
 - 
906 
 - 

5,397
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付属資料7：貸借対照表（個別） 

（単位：百万円） 

2000.02

 
19,944 
1,871 
1,654 
413 
1,813 
-22 

25,674 
 
 
 

9,730 
633 
1,499 
5,818 
50 

17,731 
 

1,109 
 
 

3,720 
12,734 
197 
2,400 
9,417 
 - 

1,776 
4,604 
-1,279 
-336 
33,231 

 
52,071 

 
77,744

流動資産 
　　現金及び預金 
　　受取手形及び売掛金 
　　棚卸資産 
　　繰延税金資産 
　　その他の流動資産 
　　貸倒引当金 
流動資産合計 
  
固定資産 
有形固定資産 
　　建物及び構築物 
　　機械装置及び運搬具 
　　工具、器具及び備品 
　　土地 
　　建設仮勘定 
有形固定資産合計 
  
無形固定資産 
  
投資その他の資産 
　　投資有価証券 
　　関係会社株式 
　　長期貸付金 
　　長期前払費用 
　　差入保証金 
　　投資不動産 
　　繰延税金資産 
　　その他の投資その他の資産 
　　投資損失引当金 
　　貸倒引当金 
投資その他の資産合計  
  
固定資産合計 
  
資産合計 

2001.02

 
23,251 
1,785 
1,452 
326 
695 
-10 

26,500 
 
 
 

10,223 
530 
1,795 
6,271 
271 

19,090 
 

2,139 
 
 

9,337 
8,034 
150 
1,483 
9,358 
 - 

3,534 
6,008 
-3,707 
-353 
33,545 

 
54,774 

 
81,273

2002.02

 
25,232 
1,834 
1,558 
398 
2,277 
-8 

31,297 
 
 
 

10,816 
696 
1,784 
6,398 
83 

19,780 
 

1,965 
 
 

10,617 
7,930 
1,547 
1,767 
9,683 
 - 

3,445 
2,977 
-1,462 
-323 
36,186 

 
57,933 

 
89,230

2003.02

 
23,169 
1,958 
2,541 
329 
437 
-5 

28,431 
 
 
 

11,145 
555 
1,693 
6,398 
418 

20,303 
 

1,899 
 
 

4,773 
7,504 
1,013 
2,134 
9,459 
 - 

2,956 
2,933 
-909 
-128 
29,739 

 
51,941 

 
80,373

2004.02

 
17,911 
1,429 
1,306 
495 
663 
-1 

21,887 
 
 
 

11,622 
464 
1,676 
5,997 
191 

19,953 
 

2,197 
 
 

5,771 
7,534 
615 
2,556 
9,388 
2,250 
351 
3,267 
-815 
-627 
30,294 

 
52,445 

 
74,333
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付属資料7：貸借対照表（個別）続き 

＊自己株式は、2000年2月期と2001年2月期についてはその他の流動資産に含まれる。  
 
出典：株式会社吉野家ディー・アンド・シー有価証券報告書、決算公告 

2000.02

 
2,312 
 - 
952 
4,356 
729 
1,599 
9,947 

 
 
 - 
 - 
457 
 - 
456 
913 
 

10,861 
 

10,265 
 

11,139 
11,139 

 
1,405 
36,500 
7,574 
45,479 

 - 
 - 

66,883 
 

77,744

流動負債 
　　買掛金 
　　一年以内償還社債 
　　未払金 
　　未払法人税等 
　　賞与引当金 
　　その他の流動負債 
流動負債合計 
  
固定負債 
　　社債 
　　退職給付引当金 
　　役員退職慰労引当金 
　　債務保証損失引当金 
　　その他固定負債 
固定負債合計 
  
負債合計 
  
資本金 
資本剰余金 
　　資本準備金 
資本剰余金合計 
利益剰余金 
　　利益準備金 
　　任意積立金 
　　当期未処分利益 
利益剰余金合計 
その他有価証券評価差額金 
自己株式＊ 
資本合計 
  
負債資本合計 

2001.02

 
1,966 
 - 
980 
2,687 
734 
1,687 
8,055 

 
 

266 
 - 
462 
874 
450 
2,053 

 
10,108 

 
10,265 

 
11,139 
11,139 

 
1,619 
41,400 
6,742 
49,761 

 - 
 - 

71,165 
 

81,273

2002.02

 
2,490 
 - 

1,071 
2,794 
719 
1,759 
8,836 

 
 

559 
4,558 
522 
 - 
364 
6,006 

 
14,843 

 
10,265 

 
11,139 
11,139 

 
1,740 
45,400 
6,074 
53,214 
262 
-493 
74,387 

 
89,230

2003.02

 
2,172 
 - 

1,634 
1,365 
691 
1,928 
7,792 

 
 

559 
693 
464 
 - 
364 
2,082 

 
9,874 

 
10,265 

 
11,139 
11,139 

 
1,740 
49,100 
5,796 
56,636 

 - 
-7,542 
70,499 

 
80,373

2004.02

 
2,920 
265 
1,031 
2,275 
686 
1,817 
8,997 

 
 

293 
664 
514 
 - 
476 
1,949 

 
10,946 

 
10,265 

 
11,139 
11,139 

 
1,740 
52,500 
5,397 
59,638 
719 

-18,377 
63,386 

 
74,333
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付属資料8：牛丼他社の財務諸表 

損益計算書（個別） 

出典：各社ホームページ　決算公告 

（単位：百万円）  

2004年3月期 
（株）松屋フーズ 

（松屋） 
（株）ゼンショー 
（すき家） 

（株）なか卵 
（なか卵） 

54,171 
16,451 
37,720 

 
32,199 
5,522 

 
405 
378 
5,549 

 
38 
292 
5,295 
2,596 
-16 
2,715 

 
604 

（11） 

売上高  
売上原価 
売上総利益 
  
販売費及び一般管理費 
営業利益 
  
営業外収益 
営業外費用 
経常利益 
  
特別利益 
特別損失 
税引前当期純利益 
法人税・住民税および事業税 
法人税等調整額 
当期純利益 
  
店舗数 
（うちフランチャイズ） 

44,627 
22,131 
22,496 

 
20,748 
1,748 

 
378 
386 
1,741 

 
54 
525 
1,270 
645 
16 
609 
 

490 
0

17,457 
7,049 
10,408 

 
10,329 
79 
 

91 
158 
12 
 
 - 
343 
-331 
71 
-135 
-266 
 

280 
（96） 
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貸借対照表（個別） 

（単位：百万円）  

2004年3月期 
（株）松屋フーズ 

（松屋） 
（株）ゼンショー 
（すき家） 

（株）なか卵 
（なか卵） 

 
6,902 
13 
991 
387 
641 
 - 

8,934 
 
 
 

9,656 
1,032 
2,209 
6,215 
1,324 
20,437 

 
197 
 
 

16 
545 
15 
913 

12,233 
691 
285 
637 
-19 

15,317 
 

35,951 
 

44,884

流動資産 
　　現金及び預金 
　　売掛金 
　　棚卸資産 
　　繰延税金資産 
　　その他の流動資産 
　　貸倒引当金 
流動資産合計 
  
固定資産 
有形固定資産 
　　建物及び構築物 
　　機械装置及び運搬具 
　　工具、器具及び備品 
　　土地 
　　建設仮勘定 
有形固定資産合計 
  
無形固定資産 
  
投資その他の資産 
　　投資有価証券 
　　関係会社株式 
　　長期貸付金 
　　長期前払費用 
　　差入保証金 
　　投資不動産 
　　繰延税金資産 
　　その他の投資その他の資産 
　　貸倒引当金 
投資その他の資産合計 
  
固定資産合計 
  
資産合計 

 
4,328 
860 
187 
106 
1,531 
-2 

7,011 
 
 
 

6,541 
634 
636 
2,581 
164 

10,557 
 

195 
 
 

157 
10,255 
830 
3,100 
3,735 
 - 
47 
396 
 - 

18,519 
 

29,272 
 

41,043

 
1,220 
517 
87 
194 
588 
-53 
2,370 

 
 
 

3,105 
 - 
54 
12 
103 
3,275 

 
297 
 
 
 - 
 - 
494 
115 
2,375 
 - 
70 
291 
-89 
3,257 

 
6,829 

 
9,200
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貸借対照表（個別）続き 

＊1年以内返済予定長期借入金、1年以内償還予定社債も含まれる。 
 
出典：各社ホームページ　決算公告 

（株）松屋フーズ 
（松屋） 

（株）ゼンショー 
（すき家） 

（株）なか卵 
（なか卵） 

 
1,443 
2,040 
2,366 
1,676 
622 
213 
8,359 

 
 
 - 

7,547 
 - 
656 
8,204 

 
16,563 

 
6,656 

 
6,963 
6,963 

 
209 

11,321 
3,180 
14,710 
-2 
-5 

28,321 
 

44,884

流動負債 
　　買掛金 
　　短期借入金＊ 
　　未払金 
　　未払法人税等 
　　賞与引当金 
　　その他の流動負債 
流動負債合計 
  
固定負債 
　　社債 
　　長期借入金 
　　退職給付引当金 
　　その他固定負債 
固定負債合計 
  
負債合計 
  
資本金 
資本剰余金 
　　資本準備金 
資本剰余金合計 
利益剰余金 
　　利益準備金 
　　任意積立金 
　　当期未処分利益 
利益剰余金合計 
その他有価証券評価差額金 
自己株式 
資本合計 
  
負債資本合計 

 
1,976 
7,485 
1,238 
161 
91 

4,227 
15,178 

 
 

600 
15,162 
94 
183 

16,038 
 

31,216 
 

3,021 
 

2,946 
2,946 

 
80 

3,000 
783 
3,863 
29 
-33 
9,826 

 
41,043

 
576 
2,340 
200 
77 
122 
242 
3,557 

 
 
 - 

3,312 
79 
633 
4,024 

 
7,582 

 
685 
 

783 
783 
 

31 
330 
-208 
153 
 - 
-3 

1,618 
 

9,200
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＊2005年 2月期4月のデータは速報値 
 
出典：株式会社吉野家ディー・アンド・シー　ホームページ 

付属資料9：月次業績対前年比（%） 

2005年 2月期 
3月 4月＊ 

売上高 
客　数 
客単価 
売上高 
客　数 
客単価 

88.8% 
88.9% 
99.8% 
97.7% 
97.9% 
99.8% 
955店 

91.5% 
91.5% 
100.0% 
100.4% 
100.4% 
100.0% 
959店 

 
既存店 
 
 
全　店 
 
店舗数 

2005年 2月期 
9月 10月 11月 12月 1月 2月 

売上高 
客　数 
客単価 
売上高 
客　数 
客単価 

88.8% 
88.9% 
99.8% 
97.7% 
97.9% 
99.8% 
955店 

91.5% 
91.5% 
100.0% 
100.4% 
100.4% 
100.0% 
959店 

92.9% 
92.5% 
100.5% 
102.2% 
101.4% 
100.8% 
973店 

90.7% 
90.2% 
100.6% 
99.8% 
99.2% 
100.6% 
981店 

92.3% 
94.1% 
98.0% 
101.1% 
103.2% 
98.0% 
985店 

79.7% 
78.10% 
102.1% 
86.6% 
84.9% 
102.1% 
985店 

 
既存店 
 
 
全　店 
 
店舗数 

2003年 2月期 
9月 10月 11月 12月 1月 2月 

売上高 
客　数 
客単価 
売上高 
客　数 
客単価 

84.4% 
81.7% 
103.6% 
93.5% 
90.2% 
103.6% 
881店 

122.7% 
123.9% 
97.9% 
132.9% 
135.7% 
97.9% 
886店 

108.1% 
107.0% 
99.7% 
116.9% 
117.2% 
99.7% 
894店 

92.9% 
88.6% 
103.3% 
100.6% 
97.3% 
103.3% 
900店 

97.5% 
96.3% 
99.8% 
104.9% 
105.0% 
99.8% 
905店 

93.0% 
89.8% 

103.70% 
101.5% 
97.8% 
103.8% 
908店 

 
既存店 
 
 
全　店 
 
店舗数 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 
売上高 
客　数 
客単価 
売上高 
客　数 
客単価 

98.4% 
98.2% 
100.2% 
106.8% 
106.5% 
100.2% 
911店 

93.9% 
94.3% 
99.6% 
101.4% 
102.2% 
99.2% 
921店 

94.7% 
94.7% 
100.0% 
102.5% 
102.9% 
99.6% 
927店 

92.8% 
92.1% 
100.8% 
101.1% 
100.8% 
100.2% 
935店 

96.5% 
95.7% 
100.8% 
105.9% 
105.6% 
100.2% 
939店 

92.5% 
92.8% 
99.7% 
101.4% 
100.0% 
101.4% 
950店 

 
既存店 
 
 
全　店 
 
店舗数 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 
売上高 
客　数 
客単価 
売上高 
客　数 
客単価 

97.6% 
127.0% 
76.9% 
108.5% 
141.2% 
76.8% 
852店 

79.5% 
89.4% 
88.4% 
88.1% 
99.2% 
88.8% 
863店 

95.6% 
120.8% 
79.1% 
106.6% 
134.9% 
79.0% 
868店 

100.0% 
127.6% 
78.4% 
110.2% 
140.7% 
78.3% 
868店 

83.7% 
102.9% 
81.3% 
91.6% 
112.7% 
81.3% 
873店 

64.7% 
60.3% 
107.3% 
71.7% 
66.9% 
107.0% 
879店 

 
既存店 
 
 
全　店 
 
店舗数 
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付属資料10：株価推移



慶應義塾大学ビジネス・スクール

不　許　複　製

F 16 年 7月・ 150


